2011年那覇市議会2月定例議会　2月22日　日本共産党代表質問　　古堅茂治　　
おはようございます。長島茂雄の茂，王貞治の治、古堅茂治です。私は、名前のかかわりもありますが、少年の頃、安仁屋宗八選手・野村克也選手にあこがれ、プロ野球選手を夢みた一人として、また、プロ野球ファンの一人として、巨人のキャンプを喜んでいます。力を尽くした関係者に心から敬意を表します。
　それでは、日本共産党市議団を代表して質問を行います。
一昨年の政権交代で、国民が民主党政権に寄せた期待は、幻滅に、そして、怒りへと変わっています。こうしたもとで、国民のなかに政治、経済、外交への深い「閉そく感」が広がっています。どうしたら、このゆきづまりを打開し、未来に希望ある政治をつくることができるのか、いま、政治のありかた、政党と議員のありかたが問われています。
そこで、菅民主党政権が、県民の声を無視して進めている米軍基地問題について質問します。
（1）   普天間基地の閉鎖・撤去と県内「移設」反対。この揺らぐことのない、県民の総意に逆らい、「経済振興」や「負担軽減策」を絡め、県内「移設」へ画策を強める菅民主党政権に対する市長の見解を求めます。
（2）   県内「移設」にしがみつく民主党政権の根拠は、在沖米海兵隊の「抑止力」です。ところが、鳩山前首相は、この「抑止力」は方便と公然と認めました。「抑止力」は基地を押しつけるための口実・県民だましです。市長の見解を求めます。

（3）   菅民主党政権・沖縄防衛局は、那覇市民の大事な命の水がめ・北部のダム群の水源地である東村高江地域へのヘリパット建設作業を、住民の反対を押し切って強行し、機動隊まで動員しています。言語道断です。市長の見解を求めます。

（4） 昨年12月、沖縄周辺で行われた日米共同統合演習で、県民は、宅配便や郵便の遅れ、民間機と漁業への影響も含め、大きな被害を受けました。その後も、提供訓練水域外での演習、外来機の増加、ヘリパット建設作業とパラシュート訓練の強行など、この事実からしても、菅首相が言う「負担軽減策」も、方便・県民だましであるのは明白です。この傍若無人な演習に対する市長の見解を求めます。

次に、菅民主党政権の危険な本質をうきぼりにしています。新「防衛計画の大綱」・新「中期防衛力整備計画」について質問します。
　菅民主党政権は、今後10年間の日本の軍事力のあり方を示す、新・「防衛計画の大綱」と今後5年間の軍事力の整備目標を示す、新・「中期防衛力整備計画」を初めて決定しています。自民党政権でさえ口にしてきた「専守防衛」の原則・「基盤的防衛力」構想を完全に投げ捨てています。新たに「動的防衛力の構築｣を打ち出し、自衛隊が米軍と共同し海外での戦争に参加する態勢づくりを公然とめざし、自衛隊の危険な変質を狙っています。

　計画には、航空自衛隊那覇基地の戦闘機部隊の増強、与那国などへの陸上自衛隊配備、潜水艦の増隻、米軍・自衛隊基地の共同使用拡大などが含まれています。
これらは、沖縄の米軍・自衛隊基地の機能強化であり、那覇空港の「軍民共用」の危険性をさらに増大させ、市民・県民に新たな危険を強いるものです。断じて容認できません。市長の見解を求めます。
次に、菅民主党政権が参加を狙うTPP（環太平洋連携協定）について質問します。

TPP参加は、沖縄と日本の農林水産業と関連産業、地域経済、国土と環境、国民への食料の安定供給も破壊する「亡国」への道でしかありません。
　食料だけでなく、金融、保険、医療、国の公共事業への参入、看護師などの労働力など、あらゆる「ヒト、モノ、カネ」が自由化され、これらにかかわる日本の経済主権をすべて米国にゆだねることになります。ＴＰＰ参加は、「開国」どころか｢売国」の政治でしかありません。TPP参加についての市長見解を求めます。
次に、来年3月末が期限となっています「沖縄振興計画」と振興策に関連して質問します。

（1）   沖縄における国の公共事業費の本土還流の実態を明らかにしてください。
（2）   沖縄振興開発審議会委員も務めた大城常夫琉球大学名誉教授は、沖縄振興計画と振興策を「日米安保の安定的運用維持装置であり、自立経済構築の装置ではない」と断言し、安保を維持するために、沖縄の経済自立を促さない振興策で、かつ反基地感情を抑える「ガス抜き」効果を持つ「不発展振興策」が政府の沖縄振興策の実態であると指摘しています。沖縄振興計画と振興策には、本土還流、ハード偏重、基地温存などの課題と問題点があります。
　そこで、新たな沖縄振興計画と振興策の策定にあたっては、これらの課題や問題点を改善し、真に沖縄経済の自立と県民生活の向上に役立つようにすべきだと考えますが、沖縄振興開発審議会委員を務める翁長市長の見解を求めます。
（3） 　沖縄振興策で最も効果的なのは、本市の新都心・小禄金城のように米軍基地を撤去しての街づくりです。沖縄振興と地域経済の最大の障害、マイナスが米軍基地ではありませんか。また、昨年・県議会事務局が試算した｢米軍基地に関する各種経済波及効果｣では、小禄金城地区が新都心地区より、経済効果が大きいものとなっています。実態の数字とは違うのではありませんか。両地区の返還前と現在の実際の数字。そして、県議会試算が現在の実態と大きく違う理由を問うものです。
次に、本市の活性化に大事な、経済と観光の行政について質問します。
（1） 　住宅リフォーム助成制度は、住民が住宅のリフォーム・増築を行った場合に、その経費の一部を自治体が助成することで、住宅の改善を促進し、不況で苦しむ地元の中小零細業者の仕事を増やして、地域経済の活性化につなげるものです。助成額の約10倍から25倍程度の経済波及効果を生み、住民と業者から大変喜ばれています。本市も、関係部署の努力で実施計画にはありますが、予算がついていません。
　そこで、制定した「那覇市中小企業振興基本条例」の具体化として、この制度を早期に実施すべきです。見解を求めます。
（2）   来年3月末まで延長された「中小企業金融円滑化法」は、金融機関が、中小企業や住宅ローンの借り手の申込みに対し、金利引き下げに応じるよう金融機関に努力義務を課しています。　「電話1本で住宅ローンの金利引き下げが実現し、300万円も軽減できた」「借り換えよりも金利引き下げは費用も手間もかからない。5千円程度で済む」などと話題になっています。
　そこで、「中小企業金融円滑化法」を活用し、銀行と交渉して住宅ローンなどが下げられることを、市民に市の広報紙で積極的に告知すべきではありませんか。お答え下さい。 

（3） 　市民が国際通りなど中心市街地商店街に行く回数と、市街地活性化の計画を問うものです。

（4）   中心市街地商店街へ市民の足を向かわせる工夫が必要です。そこで、沖縄県が建設を予定している郷土芸能館については、本市の中心市街地商店街に観光会館と併設して建設させ、郷土芸能、伝統産業と観光の振興、中心市街地商店街の活性化へ、効果的に結びつけることも一案だと思いますが、見解を求めます。
（5） 　着地型観光として注目されています、ガイドと歩く「那覇まちま～い」の概要と成果、今後の展開を問うものです。
（6） 　巨人キャンプは、青少年の健全育成、冬場の観光振興と経済波及効果が期待されます。ところが、本市の観光協会のホームページでは、巨人キャンプの情報発信が極めて不十分です。宮崎市観光協会ホームページとは、トップページの写真、扱いと、雲泥（うんでい）の差です。
　そこで、本市観光協会のホームページも、特設サイトを設置するなど、改善を図るべきではありませんか。答弁を求めます。
最後に、災害時の対応で重要となってきます。上下水道の耐震化について質問します。

1995年の阪神・淡路大震災は、電気、ガス、水道のライフラインのうち、水道の復旧が最も遅れ、応急復旧まで3カ月もかかっています。新潟県中越地震では、13万世帯が断水し1ヶ月も断水が続きました。水道は市民生活、社会活動に欠かせない重要なインフラ・社会基盤設備です。地震に強い水道づくりの整備が急がれています。そこで質問します。
（1） 　日本水道協会の基準に基づいた耐震性のある水道管（耐震管）の割合・耐震化率と、法定耐用年数を超えた老朽管の割合・経年化率をお答えください。

（2） 下水道管の耐震化率を問うものです。

（3） 上下水道の耐震化に向けた課題について答弁を求めます。

後は、自席より再質問を行います。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
■再質問・1回目　沖縄振興関連　県議会事務局試算の問題
最初に、沖縄振興に関連して再質問します。先ほどの答弁で県議会事務局の試算と実際の数値が大きく違うことが明らかになりました。県議会事務局の試算では、新都心の雇用誘発率は14.6倍。それが、現在の実態・実際の数値は、返還前の102倍です。それなのに、マスコミや政治家が県議会試算を安易に使っているのは、事実を正しく知らせる役割を担っている立場からも問題です。マスコミと政治家の分析能力、検証能力が問われているのではないでしょうか。
　そこで、このような問題が起きないようにするためにも、また、翁長市長も厳しく批判しています「基地繁栄論」の誤解を正すためにも、本市として、基地撤去による経済波及効果を正確に把握し、積極的に情報発信すべきと考えますが、見解を求めます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
■再質問　２回目　住宅リフォーム助成制度

基地撤去による経済波及効果を広く知らせることは、基地撤去を促進する大きな力ともなります。ぜひ積極的に取り組んでほしいと思います。
それでは、次に、住宅リフォーム助成制度について再質問します。議長の許可を得て資料を配布しています。参考にしてほしいと思います。住宅は、政府も認めているように個人資産にとどまらない社会的資産です。公費・税金の投入についてはなんら問題ありません。この沖縄で、住宅リフォーム助成制度を沖縄市が4月からスタートさせます。本市は、実施計画にありながら予算が計上されず、沖縄市に先を越されました。残念でなりません。
そこで、住宅リフォーム助成制度を実施している全国の自治体数をお答えください。　　　　　　　　　　　　
■再質問　３回目　住宅リフォーム助成制度
この制度実施の自治体の内、2010年度から新たに制度を創設したのが43自治体です。2011年度からの実施も、奈良県、山形県をはじめ、全国各地の市町村で予定し増え続けます。
2010年度から、総工費20万円以上の工事に一律10万円を支払う制度を導入した岩手県宮古市では、同市の世帯数のほぼ１割が活用し、工務店だけでなく、畳、塗装、アルミサッシ、電気、水道業者などからも仕事が増え、街が元気になったと喜ばれています。
住宅リフォーム助成制度は、高い経済波及効果があり、これほど有効な税金の使い方は、そう見当たりません。市民に笑顔を広げ、地元の中小零細業者を潤し、地域の経済を元気にする。これこそ、自治体がやるべき仕事ではありませんか。その必要性については、本市も実施計画で認めています。「中小企業振興基本条例」を策定した那覇市の構え、実行力、担当副市長、市長の本気度が問われています。見解を求めます。

■再質問　４回目　住宅リフォーム助成制度（前向き答弁がなければ）
市長に答弁を求めます。住宅リフォームの潜在的需要を掘り起こして、地元の中小零細業者の仕事を確保する、こうした事業が、那覇市を本当に元気にするという点で求められています。巨人のキャンプ誘致も市長のやる気、本気度から実現したのではありませんか。
住宅リフォーム助成制度は、市長の英断があればできる事業です。さらに、制度の効果、運用も検証され、財源を確保し、来年度の補正予算で実施をすすめてほしいと思います。施政方針にあります。進取果敢な市長の答弁を求めます。　　　　　　　　
■再質問　５回目　水道耐震化
市長は必要性を認めた前向き答弁でした。効果、運用をさらに検証して、ぜひ早期実現を図ってほしいと思います。次に、水道の耐震化問題です。全国４７都道府県庁所在地の耐震化率の平均が17％、那覇市はたったの2％、宇都宮市、前橋市についで全国ワースト3位です。那覇市は、いまのまま、耐震管の更新ペースだと耐震化にあと2000年かかると言われています。熊本県が80年です。全国一耐震化への更新が遅れています。そのなかで、災害時に重要な役割を担う病院と消化用水の確保へ向けて、優先的に耐震化を急ぐべきではありませんか。答弁を求めます。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■再質問　６回目　米軍基地　日米合意
水道の耐震化が急がれます。これまでの遅れを反省し、積極的に推進してほしいと思います。それでは、基地問題について質問します。
菅首相は野党時代、「沖縄に海兵隊がいるかいないかは、日本にとっての抑止力とはあまり関係がない」と、海兵隊の「抑止力」論を否定していました。さらに、「海兵隊は即座に米国内に戻ってもらっていい。民主党が政権を取れば、しっかりと米国に提示することを約束する」とも明言し、海兵隊「撤退」論の立場でした。ところが、首相になったらどうでしょう。自らのこれらの言明を投げ捨て、県民への約束を反故にして恥じない、アメリカいいなりの本当に情けない政治家に成り下がっているのではありませんか。
　菅民主党政権が、しがみついている県内「移設」を再確認した「日米合意」は、県内移設反対の県民総意からも、また、日米合意の根拠となった在沖海兵隊の抑止力が方便・欺瞞であったことからも、「白紙撤回」しかないと考えますが、市長の見解を問うものです。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
■再質問　７回目　　那覇空港民間専用化
つぎに、新・「中期防衛整備計画」で、過密化している軍民共用の那覇空港に、自衛隊機を10機から20機近くを増やすのは、民間機利用者に新たな危険を強いることになります。
　そこで、市民の生命・安全を守ることを最大の責務とする市長の役割として、那覇空港へ自衛隊機の増強に明確に反対すべきではありませんか。那覇空港の重要な役割も明らかにしてください。
■再質問　　閉め
那覇空港は、利用客数約1500万人、発着回数約13万回・1日350回と全国5位。取扱貨物量は、全日本空輸の国際航空貨物拠点（ハブ）事業で前年比155倍と急激に増加しています。那覇空港は、この重要な役割からして、早期に民間専用化すべきです。
また、今後5年間で約23兆5千億円の巨額の軍事費を投入し、自衛隊の危険な変質を狙う新防衛大綱、新中期防計画は撤回すべきです。今、菅民主党政権に求められているのは、アメリカ最優先の外交、日本周辺の緊張を高める軍備増強をやめ、自分の頭で考えて、道理をつらぬく自主自立の「外交力」です。これが、憲法９条で、世界に貢献する外交、世界を結ぶ架け橋・万国津梁の外交ではないでしょうか。
政治を変える力は、国民の声と運動です。日本共産党は、アメリカ最優先、大企業いいなりの政治を打破し、希望の持てる政治、経済と外交の改革へ、幅広い市民のみなさんと一緒に力をあわせがんばりぬく決意を表明し、代表質問を終わります。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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